
○木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱 

平成２８年３月３１日告示第３７号 

改正 

平成２８年５月１６日告示第７５号 

令和２年３月１３日告示第３２号 

令和３年３月３１日告示第４１号 

令和８年３月３１日告示第〇〇号 

木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市内産業の持続的な発展性の確保を図るため、事業者が競争力

の強化や販路の拡大等に取り組む経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付

することに関し、木津川市補助金等の交付に関する規則（平成１９年木津川市規則

第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（補助対象） 

第２条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内に事業所を有

する法人若しくは市内に住所及び事業所を有する個人事業者又はその２者以上の者

が構成した団体等とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象

者から除く。 

(１) 市税を滞納している者 

(２) その他市長が適当でないと認める者 

２ 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び経費（消費税及び

地方消費税を除く。以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりとする。 

（補助金の額等） 

第３条 補助金の額は、別表に定める額とする。 

２ 他の機関から同様の補助を受けている者に対する補助金は、補助対象経費から他

の機関からの補助金を減じた経費に対する補助とする。 

３ 補助対象経費は市内事業所に係る経費とし、市内に主たる事務所を有しない事業



所に対する補助金の額は、別表の補助金の額の欄に掲げる額の２分の１の額とする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第４条に規定する申請は、産業競争力強化支援事業補助金交付申請書

（別記様式第１号）によるものとする。 

（交付決定及び通知） 

第５条 規則第６条に規定する通知は、産業競争力強化支援事業補助金交付決定（却

下）通知書（別記様式第２号）により行うものとする。 

（変更申請） 

第６条 規則第９条第１項に規定する変更申請は、産業競争力強化支援事業補助金変

更交付申請書（別記様式第３号）によるものとする。 

（変更決定） 

第７条 規則第９条第２項において準用する規則第６条に規定する通知は、産業競争

力強化支援事業補助金変更交付決定（却下）通知書（別記様式第４号）により行う

ものとする。 

（実績報告） 

第８条 規則第１３条に規定する報告は、産業競争力強化支援事業補助金実績報告書

（別記様式第５号）によるものとする。 

（交付確定） 

第９条 規則第１４条に規定する通知は、産業競争力強化支援事業補助金確定通知書

（別記様式第６号）により行うものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１０条 補助金の請求は、前条に規定する確定通知を受けた後に産業競争力強化支

援事業補助金交付請求書（別記様式第７号）により行うものとする。 

（補則） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 



（この告示の失効） 

２ この告示は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（平成２８年５月１６日告示第７５号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和２年３月１３日告示第３２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和３年３月３１日告示第４１号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和８年３月３１日告示第 号）この告示は、令和８年４月１日から

施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。 



別表（第２条、第３条関係） 

補助対象事業 
補助対象経費 補助金の額 

事業名 事業概要 

認証取得事業 

 

市内産業の競争

力の強化に資す

ると認められる

認証を取得する

もの 

審査登録料、コンサルティング料

その他市長が特に必要と認める経

費 

補助対象経費の

２分の１又は２

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

知的財産権取

得事業 

市内産業の価値

及び資質の向上

を図ることを目

的とした知的財

産権を取得する

もの 

特許権、実用新案権、意匠権、商

標権に係る出願料、電子化手数料

及び審査請求料 

補助対象経費の

２分の１又は１

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

展示会等出展

事業 

 

展示会、見本

市、商談会等

で、販売を主目

的としない国内

外で開催される

展示会への出

展、商談会への

参加その他これ

らに準ずると市

長が認めるもの 

主催者に支払う出展料、展示装飾

料（小間装飾経費及び備品リース

料）、出展期間中に必要な１名分

の宿泊旅費、出展する際に必要な

通訳・翻訳費、展示品等輸送費そ

の他市長が特に必要と認める経費 

補助対象経費の

２分の１又は２

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

販路拡大事業 

 

新たな販売先の

獲得又は新商

ＩＴツール導入費用、ネット販売

システムの構築・導入費用、自社

補助対象経費の

２分の１又は２



品・サービスの

販路拡大を目的

とした新たな取

組であり、既存

の事業活動の範

囲に含まれない

もの 

商品又はサービスの販売促進に係

る動画作成費、SNSに係る委託費又

は運用費その他市長が特に必要と

認める経費 

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

商品開発事業 市内産業の強化

を目的とした新

商品開発を行う

もの 

新製品の開発又は試作に係る原材

料費、器具等を借用した際の設備

等借入費、委託費、広告宣伝費、

梱包運搬費及び消耗品費 

補助対象経費の

２分の１又は３

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

スタートアッ

プ事業 

創業及び第二創

業、スタートア

ップの事業の加

速化を行うもの 

※創業日から５

年以内の事業所

が行うものに限

る。 

新規賃借料等（市内で新たに開設

する店舗等の賃料、共益費及び仲

介手数料に限る。）、工事費（新

たに設ける市内の店舗等の外装及

び内装などの工事費用。ただし、

自己の居住用に供するものは除

く。）、備品等の購入費及びリー

ス料（パソコン、タブレット、ス

マートフォン、カメラ、自動車等

及び取得費が１０万円以下のもの

は除く。）並びに広告宣伝費 

補助対象経費の

２分の１又は３

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

人材育成（リ

スキリング）

事業 

事業主が雇用す

る労働者に対し

て新たな分野で

受講費及び業務に係る資格取得に

伴う受験料（事業主以外の者が企

画及び主催するものに限る。） 

補助対象経費の

２分の１又は５

万円のうちいず



 必要となる知識

及び技術を習得

させるためのも

の 

れか少ない方の

額 

雇用促進事業 人材の確保を目

的とした求人広

告の掲載、合同

説明会への出展

又は人材紹介サ

ービスの利用な

ど雇用促進に寄

与するもの 

求人を目的とするウェブサイトの

利用に要する広告宣伝費、合同企

業説明会の出展に要する会場借上

費及び職業紹介事業者への報酬 

補助対象経費の

２分の１又は１

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 

ＢＣＰ・サイ

バーセキュリ

ティ対策事業 

ＢＣＰ（事業継

続計画）の策定

及び促進並びに

サイバーセキュ

リティ対策を行

うもの 

ＢＣＰ策定に伴うコンサルティン

グ料、災害時対応備品費（発電

機、ポータブル電源、食料、ヘル

メット等）、安否確認システム等

システム導入費、データバックア

ップ専用のサーバー（NAS）及びク

ラウドサービスによるデータのバ

ックアップ利用費、基幹システム

のクラウド化導入費、耐震診断等

災害対策費、サイバーセキュリテ

ィに係る機器及びソフトの導入費

（パソコン、タブレット、スマー

トフォン等は除く。）その他市長

が特に必要と認める経費 

補助対象経費の

２分の１又は１

０万円のうちい

ずれか少ない方

の額 



別記様式第１号（第４条関係） 

  年  月  日 

木津川市長 宛て 

 

                   住所又は所在地 

                   名称 

                   氏名又は代表者名           

 

産業競争力強化支援事業補助金交付申請書 

 

 木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱第４条の規定により、補助金の交

付を申請します。なお、審査のため本書及び関係提出書類に係る内容並びに納税状況

を調査することに同意します。 

申 請 区 分 □法人  □個人  □団体等 

交付を受けようとする 

事 業 名 

□認証取得事業   □知的財産権取得事業  

□展示会等出展事業 □販路拡大事業 

□商品開発事業   □スタートアップ事業 

□人材育成（リスキリング）事業     

□雇用促進事業    

□BCP・サイバーセキュリティ対策事業 

交付を受けようとする 

補 助 金 の 金 額 
                        円 

添 付 書 類 

（１） 補助対象事業の事業計画 

（２） 補助対象事業の収入支出の予算 

（３） 交付を受けようとする補助金等の算出の基礎 

（４） 企業概要書（法人）、事業内容が分かるもの（個 

   人事業者）若しくは団体概要書又は団体名簿若しく 

は会則のうちいずれか 



別記様式第２号（第５条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

           様 

 

                      木津川市長        印  

  

 

産業競争力強化支援事業補助金交付決定（却下）通知書 

 

   年  月  日付けで申請のありました産業競争力強化支援事業補助金の交付

については、次のとおり決定したので、木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付

要綱第５条の規定により通知します。 

 

□ 交付 

算 定 基 準 額 円 

交 付 決 定 額 円 

補助金等の交付の申請に係

る事項について、修正を加

えた場合は、その内容及び

理由 

 

交 付 の 条 件 

補助事業の中止や廃止又は予定の期間内に完
了しない場合や補助事業の遂行が困難となっ
た場合においては、速やかに市長に報告して

その指示を受けること。 

□ 却下 

理 由  



別記様式第３号（第６条関係） 

  年  月  日 

 

木津川市長 宛て 

 

                住所又は所在地  

名称    

                氏名又は代表者名               

 

産業競争力強化支援事業補助金変更交付申請書 

 

 木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり

申請します。 

 

交付決定年月日   年  月  日 交付決定番号 第   号 

変 更 ・ 中 止 の 理 由 
 

（ 変 更 の 場 合 は 、 

そ の 内 容 ） 

＜変更前＞  

 

＜変更後＞ 

 

変 更 ・ 中 止 

年  月  日 
  年  月  日 

添 付 書 類 

 

 

 

 

 



別記様式第４号（第７条関係） 

第     号 

  年  月  日 

 

           様 

 

                      木津川市長        印  

  

 

産業競争力強化支援事業補助金変更交付決定（却下）通知書 

 

   年  月  日付けで変更交付申請のあった産業競争力強化支援事業補助金

については、木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、

補助金等交付決定通知を次のとおり変更します。 

 

□ 交付 

交 付 決 定 通 知 額        円 

交付決定変更通知額       円 

交付決定変更の理由 

 

 

 

□ 却下 

理 由 
 

 



別記様式第５号（第８条関係） 

  年  月  日 

 

木津川市長 宛て 

 

                住所又は所在地  

名称    

                氏名又は代表者名               

 

産業競争力強化支援事業補助金実績報告書 

 

木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱第８条の規定により次のとおり報

告します。 

 

交付決定年月日  年 月 日 交付決定番号  

補 助 金 額 円 

補 助 事 業 等 の 

着 手 年 月 日 

及び完了年月日 

着手        年  月  日 

完了        年  月  日 

添 付 書 類 

（１） 展示会、イベント等の出展写真、認定書等の写し又は

取組を行った事業の成果物 

（２） 補助対象経費の請求書、領収書の写し等 

（３） 補助事業に対する実績等報告書 

 

 

 



別記様式第６号（第９条関係） 

  年  月  日 

 

           様 

 

                      木津川市長        印  

  

産業競争力強化支援事業補助金確定通知書 

 

  年 月  日付けで実績報告のあった補助事業については、次のとおり補助金

等の額を確定したので、木津川市産業競争力強化支援事業補助金交付要綱第９条の規

定により通知します。 

 

交付決定年月日   年  月  日 交付決定番号      号 

交 付 確 定 額 ①                  円 

交 付 決 定 額 ②                  円 

差 引 額 

（ ① － ② ） 
                 円 

 

 



別記様式第７号（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

木津川市長 宛て 

 

                住所又は所在地  

名称    

                氏名又は代表者名               

 

産業競争力強化支援事業補助金交付請求書 

 

次のとおり請求します。 

 

交付確定年月日 年  月  日 交付確定番号    号 

交付確定（決定）額 円 

添 付 書 類 産業競争力強化支援事業補助金確定通知書の写し 

 

木津川市産業競争力強化支援事業補助金を次の口座に振り込んでください。 

口座振込 

依 頼 欄 

銀  行 

信用金庫 

信用組合 

農  協 

本 店 

支 店 

出張所 

種 目 口 座 番 号 

１ 普通預金 

２ 当座預金 

３ その他 

       

金融機関コード 店舗コード 

       

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 人 

 

 

 


